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事 業 報 告

（平成23年７月１日から
平成24年６月30日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果
　第95期通期（平成23年７月１日から平成24年６月30日まで）の事業の概況をご報告申
し上げます。
　当連結会計年度（平成23年７月１日から平成24年６月30日まで）におけるわが国経済
は、長期化する円高と欧州の財政・金融不安及び中国など新興国の成長鈍化による世界
経済の減速により、景気の先行きは不透明な状況で推移しました。
　このような事業環境のなか、当社企業グループは積極的な営業展開を図り、同時にコ
スト管理の徹底とグループ間の業務の効率化を推し進めてまいりました。また、伏木富
山港が日本海側拠点港に選定され、日本海側港湾の中部圏における中核的役割を担うこ
とが期待されるため、平成23年７月に港湾運送事業を営む株式会社丸共組を連結子会社
に加え、港運事業の拡充を図りました。しかしながら、主力の港運貨物は、原木・製材
などの輸入貨物や、円高の影響による輸出コンテナ貨物が予想以上に減少する厳しい状
況となりました。
　この結果、当期の売上高は104億２百万円（前年同期比 １億３千８百万円、1.3％の減
収）、営業利益２億５千６百万円（前年同期比 ２億９千６百万円、53.6％の減益）、経常
利益２億５千６百万円（前年同期比 ２億３千９百万円、48.3％の減益）、当期純利益１
億９千万円（前年同期比 １千３百万円、6.8％の減益）となりました。

[港運部門]
　港運事業の売上は、経済活動の停滞に伴う荷動きの減少により、53億１千５百万円
（前年同期比5.9％減）、セグメント利益は２億３千７百万円（前年同期比55.9％減）と
なりました。取扱量は404万９千トン（前年同期比4.6％減）となりました。
　主な輸移入貨物は、ウッドチップ、石炭、コンテナ貨物、オイルコークス、工業塩、
原木・製材、アルミ地金、鋼材等であります。輸移出貨物は、韓国、中国、東南アジ
ア向けコンテナ貨物とロシア向け自動車・雑貨等であります。

[陸運部門]
　陸運事業の売上は、輸出貨物などの減少により、35億９千４百万円（前年同期比1.8
％減）、セグメント利益はコスト削減により２千４百万円（前年同期比55.3％増）とな
りました。取扱量は333万８千トン（前年同期比3.6％減）となりました。
　主な輸送貨物はウッドチップ、海上コンテナ、石炭、アルミ地金、工業塩、クロー
ム鉱石、石油製品、セメント製品、ＪＲコンテナ等であります。

[倉庫部門]
　倉庫業の売上は、港運貨物の取扱い減少に伴い、３億１千万円（前年同期比1.8％
減）、セグメント利益は７千８百万円（前年同期比5.5％減）となりました。取扱量は
55万４千トン（前年同期比4.5％減）となりました。
　主な保管貨物は、オイルコークス、巻取紙、製材・集成材、化学薬品、合金鉄、そ
の他の輸出入品であります。

[不動産部門]
　不動産貸付業の売上は、新たな賃貸物件が稼働したことにより、売上は３億７千２
百万円（前年同期比1.5％増）、セグメント利益は１億８千２百万円（前年同期比5.3％
増）となりました。

[その他事業部門]
　その他事業の売上は、15億７千４百万円（前年同期比11.8％増）、セグメント利益は
３千８百万円（前年同期比40.0％増）となりました。これは主に旅行部門の増収によ
るものです。
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　 企業集団の事業セグメント別売上高 (単位：百万円）

部 門 売 上 高 構 成 比 前 年 比 増 減 額

港 運 部 門 5,315 47.6 ％ △333

陸 運 部 門 3,594 32.2 △64

倉 庫 部 門 310 2.8 △5

不 動 産 部 門 372 3.3 5

そ の 他 事 業 部 門 1,574 14.1 166

部 門 間 取 引 消 去 △765 ― 93

計 10,402 100.0 △138

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資額は、機械装置及び運搬具等の購入など、462百万円
であります。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達について、特に記載すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題
１．平成23年11月に「日本海側拠点港」選定において伏木富山港は「総合的拠点港」と

して選定され、対岸諸国（ロシア、中国、韓国）との貿易の拠点として発展すること
が期待されております。
　伏木富山港が環日本海経済圏の中心となるよう定期航路の充実に努め、新規輸出入
貨物の増大を図ることが、当社企業グループとして対処すべき大きな課題であります。
　上記課題の達成に向けて以下のような具体的な取組みを行います。
①当社企業グループは特にロシア、中国、韓国との物流開拓に全力を傾注し、国際海

上コンテナ貨物の新規貨物誘致及び定期航路のさらなる拡充を図ります。
②ロシア、ウラジオストク事務所を活用し、ロシアとの物流面で積極的事業展開をい

たします。
２．新規在来貨物誘致については静脈貨物開発に積極的な営業展開を行います。
３．伏木外港と北海道苫小牧港とのＲＯＲＯ船の定期運航化を目指します。
４．国際フェリー・国際ＲＯＲＯ船及び外航クルーズの誘致を目指します。
５．東海北陸自動車道を活用しての伏木富山港の事業促進に努めます。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げ
ます。

(5) 企業集団の財産及び損益の状況の推移

期別
区分

第92期
(平成21年６月期)

第93期
(平成22年６月期)

第94期
(平成23年６月期)

第95期(当期)
(平成24年６月期)

売 上 高 10,256,343千円 9,444,007千円 10,540,575千円 10,402,291千円

経 常 利 益 302,830千円 290,566千円 496,515千円 256,529千円

当 期 純 利 益 209,797千円 121,945千円 204,001千円 190,181千円

１株当たり当期純利益 16円26銭 9円46銭 15円84銭 14円76銭

純 資 産 7,193,146千円 7,450,397千円 7,566,337千円 7,644,237千円

総 資 産 13,422,403千円 17,022,799千円 17,182,264千円 17,592,433千円

１株当たり純資産 551円43銭 547円94銭 555円38銭 557円73銭
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(6) 当社の財産及び損益の状況の推移

期別
区分

第92期
(平成21年６月期)

第93期
(平成22年６月期)

第94期
(平成23年６月期)

第95期(当期)
(平成24年６月期)

売 上 高 8,230,530千円 7,000,882千円 7,912,656千円 7,573,332千円

経 常 利 益 191,479千円 126,770千円 273,758千円 48,481千円

当 期 純 利 益 115,369千円 49,037千円 86,746千円 46,270千円

１株当たり当期純利益 8円87銭 3円77銭 6円68銭 3円56銭

純 資 産 6,135,490千円 6,017,224千円 5,994,820千円 5,896,368千円

総 資 産 11,778,065千円 11,828,866千円 12,011,856千円 11,530,494千円

１株当たり純資産 472円18銭 463円11銭 461円45銭 453円91銭

(7) 主要な事業内容
　当社は伏木港、富山新港における背後地生産工場向け原材料製品を始め、輸出入貨物
の船舶、貨車及び自動車による一貫輸送を引き受け、多数の荷役機械や荷捌き及び保管
施設を保有し、港湾運送事業、通運、倉庫、自動車、通関、梱包業など港湾貨物の輸送
ならびに保管業務を営んでおります。

(8) 事業所の所在地

名 称 所 在 地

本 社 富山県高岡市伏木湊町５番１号

富 山 新 港 支 店 富山県射水市奈呉の江４番２

新 能 町 倉 庫 富山県高岡市材木町717－１

富 山 港 事 務 所 富山県富山市西宮町２番36号 太平洋セメント㈱富山ＳＳ内

金 沢 事 務 所 石川県金沢市大野町４丁目ソ10番２

東 京 事 務 所 東京都千代田区丸の内２丁目２番１号 岸本ビル３階314Ａ号室

ウラジオストク事務所 ウラジオストク市ニジネポルトーバヤ通り１ 海の駅３階306号室

大 連 事 務 所 大連市中山区中山路136号 希望ビル2105Ａ室

上 海 事 務 所 上海市黄浦区黄陂北路227号 中区広場10階1006室

(9) 従業員の状況
　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

　 572名 31名増

(注) 上記増減のうち株式会社丸共組の子会社化で29名増となっております。
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(10) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

伏 木 貨 物 自 動 車 株 式 会 社 20,000千円 82.5％ 貨物自動車運送事業

北 陸 日 本 海 油 送 株 式 会 社 20,000 90.0 石油類運送事業

ＦＫＫエンジニアリング株式会社 30,000 90.0 製油所の構内作業

富 山 太 平 洋 物 流 株 式 会 社 20,000 60.0 貨物自動車運送事業

高 岡 鉄 道 産 業 株 式 会 社 10,000 100.0 通運事業

Ｆ Ｋ Ｋ サ ポ ー ト 株 式 会 社 10,000 100.0 各種業務受託

伏 木 共 同 防 災 株 式 会 社 10,000 64.0 石油基地における防災業務

株式会社ＦＫＫエンタープライズ 10,000 100.0 不動産貸付業、印刷取次業

ＦＫＫエアーサービス株式会社 50,000 100.0 旅行業、レストラン経営

日 本 海 シ ー ラ ン ド 株 式 会 社 10,000 100.0 船舶代理店業

チ ュ ー ゲ キ 株 式 会 社 259,480 64.6 不動産貸付業、駐車場経営

株 式 会 社 丸 共 組 50,000 51.9 港湾運送事業

(11) 主要な借入先

借 入 先 借入金残高 借入先が有する当社の株式数及び議決権比率

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,462,000千円 641千株 4.93％

株 式 会 社 富 山 銀 行 619,609 156 1.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 516,700 ― ―

２．会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 24,000,000株

(2) 発行済株式の総数 13,077,000株

(3) 株 主 数 1,024名

(4) 大 株 主

株 主 名 持株数 (千株) 持株比率 (％)

株 式 会 社 橘 海 運 1,036 7.97

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 955 7.35

株 式 会 社 北 陸 銀 行 641 4.93

夏 野 元 秀 540 4.16

橘 慶 一 郎 529 4.07

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 466 3.58

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 350 2.69

釣 谷 真 美 326 2.51

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 320 2.46

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 320 2.46

(注) １．持株数の千株未満及び持株比率の単位未満は切り捨てて表示しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取締役社長(代表取締役) 針 山 健 二 高岡鉄道産業株式会社代表取締役社長

取締役副社長(代表取締役) 矢 富 邦 昌 ＦＫＫサポート株式会社代表取締役社長、北陸海事
株式会社代表取締役社長、ＦＫＫエンジニアリング
株式会社代表取締役社長

専務取締役(代表取締役) 堀 巖 株式会社ＦＫＫエンタープライズ代表取締役社長、
株式会社高岡ステーションビル代表取締役社長、伏
木共同防災株式会社代表取締役社長

取 締 役 相 談 役 橘 康 太 郎

常 務 取 締 役 川 西 邦 夫 営業総括、日本海シーランド株式会社代表取締役社
長

取 締 役 社 長 補 佐 朴 木 幸 彦 北陸日本海油送株式会社代表取締役社長

取 締 役 橘 慶 一 郎 衆議院議員

取 締 役 大 門 督 幸 営業部長

取 締 役 太 田 俊 之 現業部長

取 締 役 浦 俊 夫 総務部長

取 締 役 亀 田 儀 作

取 締 役 四 柳 允 新港産業株式会社代表取締役社長

取 締 役 釣 谷 宏 行 シーケー金属株式会社代表取締役社長、株式会社Ｃ
Ｋサンエツ代表取締役社長、サンエツ金属株式会社
代表取締役社長、株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締
役社長

取 締 役 夏 野 公 秀 射水運輸株式会社代表取締役社長

取 締 役 稲 垣 晴 彦 北陸コカ・コーラボトリング株式会社代表取締役社
長

取 締 役 粟 田 吉 弘

常 任 監 査 役 ( 常 勤 ) 三 輪 孝 雄

監 査 役 中 村 正 治 南陽株式会社代表取締役社長、吉久株式会社代表取
締役社長

監 査 役 柴 秀 木 柴木材株式会社代表取締役社長

(注) １．取締役亀田儀作、四柳允、釣谷宏行、夏野公秀、稲垣晴彦の各氏は会社法第２条第15号に
定める社外取締役であります。なお、社外取締役亀田儀作氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役中村正治氏及び柴秀木氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．取締役相談役橘康太郎氏は、逝去により平成24年６月１日付にて退任しております。

(2) 取締役及び監査役に対する報酬等

取締役 16名 106,577千円

(うち社外取締役 5名 9,930千円)

監査役 3名 11,565千円

(うち社外監査役 2名 2,220千円)

（注）１．上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与が含まれております。
２．上記報酬等の額には、当該事業年度中に計上した退職慰労引当金繰入額が含まれておりま

す。
３．上記の取締役の報酬等の額には、平成24年６月に逝去いたしました取締役相談役橘康太郎

氏に支給した報酬を含んでおります。
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(3) 社外役員に関する事項
①取締役 亀田儀作

ア．重要な兼職の状況
　特記すべき事項はありません。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
　特記すべき事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度開催の取締役会５回すべてに出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行
っております。

②取締役 四柳 允
ア．重要な兼職の状況

　新港産業株式会社の代表取締役社長であります。
イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

　特記すべき事項はありません。
ウ．当事業年度における主な活動状況

　当事業年度開催の取締役会５回のうち４回に出席し、議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。

③取締役 釣谷宏行
ア．重要な兼職の状況

　シーケー金属株式会社、株式会社ＣＫサンエツ、サンエツ金属株式会社及び株式会
社リケンＣＫＪＶの代表取締役社長であり、当社は各社との間に商取引があります。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
　特記すべき事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度開催の取締役会５回のうち４回に出席し、議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。

④取締役 夏野公秀
ア．重要な兼職の状況

　射水運輸株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間に商取引があります。
イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

　特記すべき事項はありません。
ウ．当事業年度における主な活動状況

　当事業年度開催の取締役会５回すべてに出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行
っております。

⑤取締役 稲垣晴彦
ア．重要な兼職の状況

　北陸コカ・コーラボトリング株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間
に商取引があります。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
　特記すべき事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度開催の取締役会５回のうち３回に出席し、議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。

⑥監査役 中村正治
ア．重要な兼職の状況

　南陽株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間に商取引があります。
　吉久株式会社の代表取締役社長であります。

イ．主要取引先等特定関係事業者との関係
　特記すべき事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度開催の取締役会５回のうち４回に出席し、また監査役会５回すべてに出
席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
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⑦監査役 柴 秀木
ア．重要な兼職の状況

　柴木材株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間に商取引があります。
イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

　特記すべき事項はありません。
ウ．当事業年度における主な活動状況

　当事業年度開催の取締役会５回のうち４回に出席し、また監査役会５回すべてに出
席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

永昌監査法人

(注) 永昌監査法人は、平成24年７月１日に太陽ＡＳＧ有限責任監査法人と合併し、太陽ＡＳＧ有限
責任監査法人となりました。

(2) 会計監査人に対する報酬等の額
① 当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 1,500万円

② 当社及び当社の子会社等が会計監査人に支払うべき
　 報酬等の合計額

1,500万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれら
の合計額で記載しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づいて、会計監
査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

５．会社の体制及び方針
会社法及び会社法施行規則に従い、業務の適正を確保するための体制の整備について、

取締役会で決議した内容の概要は、以下のとおりであります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
①取締役及び使用人の責任の明確化、権限行使の適正化を図る。ならびに違反・不

正行為の未然防止、再発防止を徹底する。そのための社内規定の整備、資料の配
布その他の啓蒙活動を実施し、役員、従業員における法令等・企業倫理 (コンプ
ライアンス）遵守に対する意識の醸成を図る。

②内部監査については、内部統制委員会を設置し業務の有効性と効率性、財務報告
の信頼性、法令の遵守、資産の保全など内部管理の主要目的の達成状況を客観的、
総合的に評価するとともに、問題解決のための助言・指導・是正勧告を実施する
ものとする。また、内部統制委員会は、必要に応じ、監査役及び会計監査人と意
見・情報交換を行うこととする。

③経営に係る法律上の諸問題については顧問弁護士から専門的なアドバイスを受け
る体制をとることとする。
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　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、「文書保存規程」に基づき、適切かつ確
実に検索が容易な状態で保存・管理するとともに、情報種別に応じて適切な保存期
間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維持することとする。

　３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制
　会社の損失の危険については、それぞれの担当部署において、必要に応じ、規
則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布を行う体制とする。
重大事態発生時においては、損害・損失等を抑制するための具体策を迅速に決定・
実行する組織として、社長を本部長とする危機対策本部を設置し、適切に対応する。

　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、
会社の経営方針及び経営戦略に係る重要方針については常務会及び取締役会で決議
した経営基本方針に基づき全般的執行方針を確立する。常勤役員及び部長以上で構
成する幹部会議を月１回以上開催し、業務上の重要事項を協議決定、実施する。

　５．企業集団における適切な管理体制を確保するための体制
①グループ会社を管理する部署には担当役員を配置し、業務の状況は、定期的に取

締役会に報告することとする。
②グループ会社はすべて取締役会設置会社とし、当社の役職員が取締役として就任

し、業務の適正を監視出来る体制とする。グループ会社において、法令違反その
他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、内部統制委員会に
報告するものとする。内部統制委員会は監査役と情報を共有し、当該グループ会
社に対し、改善等の指導・助言を行うものとする。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
①監査役の職務を補助すべき使用人については、その必要が生じた場合に監査役の

求めに応じて配置することとする。
②当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の同意を得るこ

ととし、取締役からの独立性が確保出来る体制とする。

　７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
　取締役及び使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事項、法令違
反その他のコンプライアンス上の問題について監査役に報告するものとする。また
監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることが出
来ることとする。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は内部統制委員会と情報を共有し、取締役及び使用人の業務の適法性・妥

当性につき報告を受ける体制とする。
②監査役は取締役会に出席するほか、幹部会議その他重要な会議に出席することが

出来るとともに、重要な決議書類等の閲覧、業務・財産状況の調査等を行うこと
が出来ることとする。

６．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

については、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年６月30日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,000,098 流 動 負 債 4,221,498

現 金 及 び 預 金 1,169,308 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 671,452

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,623,577 短 期 借 入 金 925,000

商 品 30,258 一年以内返済予定長期借入金 1,577,193

貯 蔵 品 18,267 未 払 金 68,069

繰 延 税 金 資 産 31,331 未 払 法 人 税 等 147,065

そ の 他 143,054 未 払 消 費 税 等 40,227

貸 倒 引 当 金 △15,698 賞 与 引 当 金 34,434

固 定 資 産 14,592,334 役 員 賞 与 引 当 金 20,980

有 形 固 定 資 産 10,947,964 そ の 他 737,076

建 物 及 び 構 築 物 2,187,370 固 定 負 債 5,726,697

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 686,908 社 債 100,000

土 地 7,987,457 長 期 借 入 金 3,271,799

建 設 仮 勘 定 14,014 繰 延 税 金 負 債 343,007

そ の 他 72,213 退 職 給 付 引 当 金 851,079

無 形 固 定 資 産 34,440 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 250,547

そ の 他 34,440 負 の の れ ん 68,178

投 資 そ の 他 の 資 産 3,609,929 長 期 預 り 保 証 金 828,062

投 資 有 価 証 券 1,978,225 特 別 修 繕 引 当 金 13,550

長 期 貸 付 金 954,829 そ の 他 472

繰 延 税 金 資 産 311,548 負 債 合 計 9,948,195

そ の 他 365,326 純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,139,730

資 本 金 1,850,500

資 本 剰 余 金 1,367,507

利 益 剰 余 金 3,974,314

自 己 株 式 △52,591

その他の包括利益累計額 47,217

その他有価証券評価差額金 47,217

少数株主持分 457,290

純 資 産 合 計 7,644,237

資 産 合 計 17,592,433 負 債 及 び 純 資 産 合 計 17,592,433
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連 結 損 益 計 算 書

（平成23年７月１日から
平成24年６月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,402,291

売 上 原 価 9,120,230

　売 上 総 利 益 1,282,061

販売費及び一般管理費 1,025,192

　営 業 利 益 256,869

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14,701

受 取 配 当 金 60,016

負 の の れ ん の 償 却 額 34,683

受 取 保 険 金 34,647

雑 収 入 35,407 179,456

営 業 外 費 用

支 払 利 息 100,994

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 76,569

雑 支 出 2,232 179,795

　経 常 利 益 256,529

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6,736

投 資 有 価 証 券 売 却 益 168,323

そ の 他 特 別 利 益 23,649 198,709

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 233

固 定 資 産 除 却 損 5,375

そ の 他 投 資 評 価 損 37,019

そ の 他 特 別 損 失 14,482 57,109

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 398,129

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 219,885

法 人 税 等 調 整 額 △50,890 168,995

少数株主損益調整前当期純利益 229,134

少 数 株 主 利 益 38,952

当 期 純 利 益 190,181
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連結株主資本等変動計算書

（平成23年７月１日から
平成24年６月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本
その他の包括
利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成23年７月１日残高 1,850,500 1,367,507 3,862,077 △52,785 7,027,299 125,601

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △77,945 △77,945

当 期 純 利 益 190,181 190,181

自 己 株 式 の 取 得 △452 △452

自 己 株 式 の 処 分 646 646

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△78,384

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 112,236 193 112,430 △78,384

平成24年６月30日残高 1,850,500 1,367,507 3,974,314 △52,591 7,139,730 47,217

少数株主持分 純資産合計

平成23年７月１日残高 413,436 7,566,337

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △77,945

当 期 純 利 益 190,181

自 己 株 式 の 取 得 △452

自 己 株 式 の 処 分 646

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

43,853 △34,530

連結会計年度中の変動額合計 43,853 77,900

平成24年６月30日残高 457,290 7,644,237
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連結注記表
Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

　 １．連結の範囲に関する事項
　連結子会社のうち次に示す13社を連結の範囲に含めています。
伏木貨物自動車株式会社、ＦＫＫエンジニアリング株式会社、北陸日本海油送株式会社、ＦＫ
Ｋサポート株式会社、高岡鉄道産業株式会社、伏木共同防災株式会社、ＦＫＫエアーサービス
株式会社、株式会社ＦＫＫエンタープライズ、日本海シーランド株式会社、富山太平洋物流株
式会社、チューゲキ株式会社、山口株式会社、株式会社丸共組。
　当連結会計年度において、当社が持分法適用関連会社としておりました株式会社丸共組の株
式を追加取得し、子会社といたしました。

　 ２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社は７社であり、主要な会社は日本海産業株式会社、氷見観光開発
株式会社、新湊観光開発株式会社であります。

　 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち伏木貨物自動車株式会社、ＦＫＫサポート株式会社、株式会社ＦＫＫエン
タープライズ、ＦＫＫエアーサービス株式会社、日本海シーランド株式会社、山口株式会社は
６月30日で連結決算日と一致しております。
　北陸日本海油送株式会社及びＦＫＫエンジニアリング株式会社、他４社の決算日は３月31日
であり、３月31日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取
引については連結上必要な調整を行っております。
　チューゲキ株式会社の決算日は３月31日でありますが、連結計算書類の作成にあたっては、
６月30日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

　 ４．会計処理基準に関する事項
　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①その他有価証券
　時価のあるものは当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
　時価のないものは移動平均法による原価法により評価しております。

②たな卸資産
　最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除
く）については定額法によっております。

②リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
　一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　連結子会社の一部は従業員の賞与の支給に充てるため支給見込額に基づき計上しておりま
す。
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③退職給付引当金
　従業員の退職金給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき当連結会計年度末において、発生していると認められる額を計上しており
ます。
　数理計算上の差異は、翌連結会計年度に費用処理することにしております。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により償却しております。

（追加情報）
　従来、当社が加入している港湾労働者年金は、支出時に費用処理しておりましたが、金額
的重要性が増してきたため、当連結会計年度より当連結会計年度末の債務見込額に基づき退
職給付引当金に引当計上することとしました。この処理に伴い、売上原価が75,842千円多
く、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額少なく表示されて
おります。

④役員退職慰労引当金
　当社及び連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

⑤役員賞与引当金
　役員賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑥特別修繕引当金
　船舶の定期検査による修繕費の支出に備えるため、前回の定期検査の修繕費の実績等に基
づいて計上しております。

　 (4) 消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。

Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記
　 １．①担保に提供している資産

　 建 物 997,470千円

　 土 地 5,439,379千円

　 投資有価証券 480,698千円

　 ②上記に対応する債務

　 短期借入金 390,000千円

　 一年以内返済予定長期借入金 1,211,520千円

　 長期借入金 2,692,254千円

　 ２．減価償却累計額 8,022,088千円

　 ３．保証債務 射水ケーブルネットワーク株式会社 2,760千円

　 ４．受取手形裏書譲渡高 164,141千円

　 ５．期末日満期手形の会計処理

　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

　 受取手形 82,770千円

　 裏書譲渡手形 29,541千円
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Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
　 １．当連結会計年度の末日における発行済株式総数

　 普 通 株 式 13,077,000株

　 ２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成23年９月26日
定時株主総会

普通株式 38,973 3.00 平成23年６月30日 平成23年９月27日

平成24年２月13日
取締役会

普通株式 38,971 3.00 平成23年12月31日 平成24年３月８日

　 ３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成24年９月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 38,970 3.00 平成24年６月30日 平成24年９月25日

Ⅳ 金融商品に関する注記
　 １．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀

行借入れや社債発行によっておりますが、設備投資計画の状況により銀行以外の金融機関（リ

ース会社等）による金融調達も行う方針であります。デリバティブは、実需に伴う取引に限定

して実施し、投機的な取引は行いません。

　 (2) 金融商品の内容及びリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、主に取引先企業との業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されているものがあります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、３か月以内の支払期日であります。

　借入金、社債は、通常の運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、

支払期日に支払いを実行できなくなるリスクに晒されております。償還期間については、決算

日後、最長で５年となっております。

　デリバティブ取引は、行っておりません。

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ①信用リスク（取引先の契約不覆行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権及び貸付金について、経理部門において取引先の

債権回収を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状

況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　 ②市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、関

係する役員へ報告する体制をとっております。
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　 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　営業債務や借入金、社債及びその他有利子負債は、流動性リスクに晒されておりますが、

当社総務部において、適時、資金繰計画を作成・更新し、資金利用の効率化と金利負担の軽

減を図っております。

　 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　 ２．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

めておりません。（（注２）参照）

(単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 1,169,308 1,169,308 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,623,577 1,623,577 ―

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 598,500 598,500 ―

(4) 長期貸付金 954,829 954,701 △128

資産計 4,346,215 4,346,086 △128

(1) 支払手形及び買掛金 671,452 671,452 ―

(2) 短期借入金 925,000 925,000 ―

(3) 長期借入金 4,848,992 4,854,248 5,256

(4) 社債 100,000 100,013 13

負債計 6,545,444 6,550,713 5,269

(注１) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金ならびに (2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分

ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せし

た利率で割り引いた現在価値により算定しています。また、貸倒懸念債権につきましては、担保

または保証による回収見込額等により算定いたしております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。
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(2) 短期借入金

　短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 長期借入金及び (4) 社債

　これらの時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時

価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によ

るものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　 該当するものはありません。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,379,725

預り保証金 828,062

＊１ 非上場株式につきましては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、時価開示の対象としておりません。

＊２ 預り保証金は主に、チューゲキ株式会社が各取引先に不動産を賃貸する際の預り敷金であり、

返還の時期を算定することは困難であることから、合理的にキャッシュ・フローを見積ることが

難しいため、時価開示の対象としておりません。

Ⅴ 賃貸等不動産に関する注記
　 １. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、東京都及び富山県において、賃貸用の土地及び施設を有してお

ります。

　 ２．賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価

3,923,828 4,426,899

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。

(注２) 当連結会計年度末の時価は、主要な不動産については、不動産鑑定士の鑑定評価、その他につ

いては、路線価により評価いたしております。

Ⅵ １株当たり情報に関する注記
　 １．１株当たり純資産額 557円73銭

　 ２．１株当たり当期純利益 14円76銭

Ⅶ 企業結合に関する注記
　 該当事項はありません。
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Ⅷ 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。

Ⅸ 追加情報
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４

日）を適用しております。

（法人税率の変更による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年７

月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引き下げ及び復興特別税の課税が行われること

となりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の40.44％

から、平成24年７月１日に開始する連結会計年度から平成26年７月１日に開始する連結会計年度に

解消が見込まれる一時差異については37.75％に、平成27年７月１日に開始する連結会計年度以降

に解消が見込まれる一時差異については35.38％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額が33,395千円、繰延税金負債の金額が45,775千円、法

人税等調整額が12,380千円それぞれ減少し、当期純利益が12,380千円増加しております。

Ⅹ その他の注記
　 該当事項はありません。

　 注．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成24年６月30日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,594,828 流 動 負 債 2,792,345

現 金 及 び 預 金 367,574 買 掛 金 492,011

受 取 手 形 97,647 短 期 借 入 金 700,000

売 掛 金 1,059,675 一年以内返済予定長期借入金 1,002,912

貯 蔵 品 9,722 未 払 金 22,748

前 払 費 用 12,138 未 払 費 用 249,771

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 3,600 未 払 法 人 税 等 94,154

未 収 入 金 7,070 未 払 消 費 税 等 12,090

繰 延 税 金 資 産 18,528 前 受 金 2,568

そ の 他 の 流 動 資 産 18,870 役 員 賞 与 引 当 金 13,680

固 定 資 産 9,935,666 預 り 金 202,408

有 形 固 定 資 産 6,544,019 固 定 負 債 2,841,780

建 物 1,262,774 長 期 借 入 金 1,924,177

構 築 物 102,228 社 債 100,000

機 械 及 び 装 置 316,362 退 職 給 付 引 当 金 624,169

船 舶 6,291 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 170,391

車 両 運 搬 具 56,708 預 り 保 証 金 6,696

工 具、 器 具 及 び 備 品 42,429 特 別 修 繕 引 当 金 13,550

土 地 4,757,224 そ の 他 の 固 定 負 債 2,797

無 形 固 定 資 産 13,822 負 債 合 計 5,634,125

借 地 権 1,889 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 8,088 株 主 資 本 5,839,339

電 話 加 入 権 3,844 資 本 金 1,850,500

投 資 そ の 他 の 資 産 3,377,824 資 本 剰 余 金 1,367,507

投 資 有 価 証 券 1,314,706 資 本 準 備 金 1,367,468

関 係 会 社 株 式 628,343 そ の 他 資 本 剰 余 金 38

出 資 金 1,720 利 益 剰 余 金 2,650,136

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,093,300 利 益 準 備 金 284,406

長 期 前 払 費 用 1,837 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,365,729

関係会社ゴルフ会員権 37,019 退 職 給 与 積 立 金 250,000

繰 延 税 金 資 産 227,094 配 当 準 備 積 立 金 160,000

そ の 他 の 投 資 216,025 固定資産圧縮積立金 53,385

貸 倒 引 当 金 △1,142,221 別 途 積 立 金 1,680,000

繰 越 利 益 剰 余 金 222,344

自 己 株 式 △28,804

評価・換算差額等 57,029

その他有価証券評価差額金 57,029

純 資 産 合 計 5,896,368

資 産 合 計 11,530,494 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,530,494
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損 益 計 算 書

（平成23年７月１日から
平成24年６月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,573,332

売 上 原 価 7,089,337

　売 上 総 利 益 483,995

販売費及び一般管理費 430,349

　営 業 利 益 53,645

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14,336

受 取 配 当 金 85,672

受 取 保 険 金 25,228

そ の 他 6,823 132,059

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56,523

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 78,587

雑 支 出 2,112 137,223

　経 常 利 益 48,481

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,431

投 資 有 価 証 券 売 却 益 162,150

そ の 他 189 163,771

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,236

関 係 会 社 株 式 評 価 損 13,800

そ の 他 の 投 資 評 価 損 37,019

そ の 他 117 56,173

税 引 前 当 期 純 利 益 156,079

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 121,848

法 人 税 等 調 整 額 △12,039 109,809

当 期 純 利 益 46,270
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株主資本等変動計算書

（平成23年７月１日から
平成24年６月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益
準備金

その他利益剰余金

退職給与
積 立 金

配当準備
積 立 金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成23年７月１日残高 1,850,500 1,367,468 38 1,367,507 284,406 250,000 160,000 53,385 1,680,000 254,019

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △77,945

当期純 利 益 46,270

自己株式の取得

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― △31,674

平成24年６月30日残高 1,850,500 1,367,468 38 1,367,507 284,406 250,000 160,000 53,385 1,680,000 222,344

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
合 計

自己株式
株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成23年７月１日残高 2,681,811 △28,548 5,871,269 123,550 123,550 5,994,820

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △77,945 △77,945 △77,945

当期純 利 益 46,270 46,270 46,270

自己株式の取得 △255 △255 △255

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△66,521 △66,521 △66,521

事業年度中の変動額合計 △31,674 △255 △31,930 △66,521 △66,521 △98,452

平成24年６月30日残高 2,650,136 △28,804 5,839,339 57,029 57,029 5,896,368
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個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　 子会社株式及び関係会社株式は、移動平均法による原価法によっております。
　 その他有価証券

時価のあるものは、決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないものは、移動平均法による原価法によっております。

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
　 (3) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除
く）については定額法によっております。

②リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とするリース期間定額法を採用しております。
　なお、該当する取引はありません。

③無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　 (4) 引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金
　役員賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き当期末において発生していると認められる額を計上しております。
　数理計算上の差異は、翌期に費用処理することにしております。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により償却しております。

（追加情報）
　従来、当社が加入している港湾労働者年金は、支出時に費用処理しておりましたが、金額的
重要性が増してきたため、当事業年度より当事業年度末の債務見込額に基づき退職給付引当金
に引当計上することとしました。この処理に伴い、売上原価が75,842千円多く、売上総利益、
営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額少なく表示されております。

④役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し
ております。

⑤特別修繕引当金
　船舶の定期検査による修繕費の支出に備えるため、前回の定期検査の修繕費の実績等に基づ
いて計上しております。

　 (5) 消費税等の会計処理方法
　 消費税及び地方消費税は、税抜きの会計処理を行っております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記
　 (1) 担保及び対応する債務
　 ①担保に供している資産
　 建 物 439,672千円

　 土 地 2,495,821千円

　 投資有価証券 480,698千円

　 ②上記に対応する債務
　 短期借入金
　 一年以内返済予定長期借入金

300,000千円
783,960千円

　 長期借入金 1,556,039千円

　 (2) 減価償却累計額 5,976,929千円

　 (3) 関係会社に関する金銭債権又は金銭債務

　 売 掛 金 11,171千円

　 買 掛 金 205,718千円

　 (4) 債務保証

　 射水ケーブルネットワーク株式会社 2,760千円

　 ＦＫＫエアーサービス株式会社 45,000千円

　 北陸日本海油送株式会社 47,418千円

　 (5) 手形裏書譲渡高 336,241千円

　 (6) 期末日満期手形の会計処理
　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年度末日が金融機関の休日で あ
ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

　 受取手形 30,000千円

　 裏書譲渡手形 72,497千円

Ⅲ 損益計算書に関する注記
　 ①関係会社に関する項目 売上高 81,673千円

　 営業費用 1,696,246千円

　 受取利息 14,225千円

　 受取配当金 29,299千円

②当社は持分法適用関連会社氷見観光開発株式会社に対し、従来貸付ならびに銀行借入債務に対す
る債務保証を行っており、所要の貸倒引当金及び債務保証損失引当金を計上しておりました。平
成23年12月にグループ内の資金調達の効率化のために氷見観光開発株式会社の金融機関からの借
入債務を当社の直接貸付に切り替えました。その結果、保証債務が消滅した代わりに貸付債権が
増加しましたが、当該切り替えに伴う貸倒引当金繰入額と債務保証損失引当金戻入額は、同一の
相手に対する債権等に係る回収不能見込額の繰入額又は戻入額であるため、以下の通り相殺表示
を行っております。

営業外費用(貸倒引当金繰入額) 340,821千円

営業外収益(債務保証損失引当金戻入) 262,233千円

営業外費用(貸倒引当金繰入額) 78,587千円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記
　 当事業年度の末日における自己株式の数
　 普通株式 86,802株
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Ⅴ 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰 延 税 金 資 産

事 業 税 8,679千円

退 職 給 付 引 当 金 223,617千円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 75,818千円

貸 倒 引 当 金 404,117千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 62,757千円

そ の 他 54,751千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 829,742千円

評 価 性 引 当 額 △520,927千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 308,814千円

　 繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 31,968千円

その他有価証券評価差額金 31,223千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 63,192千円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 245,622千円

（法人税率の変更による影響）
　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法
律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要
な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平
成24年７月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引き下げ及び復興特別税の課税が行われ
ることとなりました。
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の40.44
％から、平成24年７月１日に開始する事業年度から平成26年７月１日に開始する事業年度に解消
が見込まれる一時差異については37.75％に、平成27年７月１日に開始する事業年度以降に解消
が見込まれる一時差異については35.38％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額が31,539千円、繰延税金負債の金額が4,465千円減
少し、法人税等調整額が27,073千円増加して、当期純利益が27,703千円減少しております。

Ⅵ リースにより使用する固定資産に関する注記
　内容の重要性が乏しく契約１件当たりの金額が少額なリース取引でありますので、注記内容の
記載を省略しております。

Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記
　 関連当事者の名称：氷見観光開発株式会社
　 関連当事者と当社との関係：持分法適用関連会社
　 議決権の所有割合：直接 24.73％ ：間接 2.67％
　 取引の内容：株式会社北陸銀行借入金返済資金等を含めた運転資金の貸付
　 取引金額
　 当期貸付 342,000千円

　 当期返済 10,500千円

　 期末残高
　 短期貸付金 3,600千円

　 長期貸付金 2,093,300千円
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なお、①長期貸付金のうち、1,157,100千円については、現在1.5％の利率で融資しております。
(当期中の受取利息14,225千円)

②長期貸付金のうち、939,800千円（うち短期貸付金表示3,600千円を含む。）は再建支援
のため無利子であります。また毎月300千円の返済を受けております。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
　 (1) １株当たり純資産額 453円91銭

　 (2) １株当たり当期純利益 3円56銭

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。

Ⅹ 追加情報
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）
　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び
誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及
び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）
を適用しております。

XI その他の注記
　 該当事項はありません。

　 注．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年８月23日

伏木海陸運送株式会社
取 締 役 会 御 中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 玉井三千雄 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大和田 淳 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、伏木海陸運送株式会社の平成23年７月１
日から平成24年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、伏木海陸運送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年８月23日

伏木海陸運送株式会社
取 締 役 会 御 中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 玉井三千雄 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大和田 淳 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、伏木海陸運送株式会社の平成23年
７月１日から平成24年６月30日までの第95期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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　監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成23年７月１日から平成24年６月30日までの第95期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の結果、監査役全員の一致した意見と
して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の
使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び内部監査部門等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）の状況を監視及び検証いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告
及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、これらに基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
　なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

２．監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
　 また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内
部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成24年８月24日 伏木海陸運送株式会社 監査役会

常任監査役(常勤) 三 輪 孝 雄 ㊞
社外監査役 中 村 正 治 ㊞
社外監査役 柴 秀 木 ㊞

以 上
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〈メ モ 欄〉
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本年度のおもな出来事及び設備投資

第83回 都市対抗野球大会 北信越地区大会 優勝

鉄スクラップ用パワーショベル コンテナ荷役用ステップ
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株 主 へ の ご 案 内

事 業 年 度 ７月１日から翌年６月30日まで

定 時 株 主 総 会 毎年９月

配当金の基準日 期末配当 ６月30日

中間配当 12月31日

公 告 方 法 電子公告により行います。

下記の当社ホームページに掲載いたします。

(http://www.fkk-toyama.co.jp）

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告が

できない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 所 〒168－0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号

（郵便物送付先
お問合 せ 先）

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

電 話 0120-782-031（フリーダイヤル）

同 取 次 窓 口 三井住友信託銀行株式会社 全国各支店

上場証券取引所 東京証券取引所

証 券 コ ー ド 9361

電 子 メ ー ル soumubu@fkk-toyama.co.jp
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